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(百万円未満切捨て)

1．2025年3月期の連結業績(2024年4月1日～2025年3月31日)

(1)連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期 50,452 8.5 2,898 8.7 3,101 3.8 2,188 6.8

2024年3月期 46,520 △22.2 2,668 △30.2 2,988 △24.5 2,049 △24.2

(注)包括利益 2025年3月期 2,478百万円 ( △41.5％) 2024年3月期 4,235百万円 ( 28.7％)

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年3月期 335.26 － 7.5 6.2 5.7

2024年3月期 313.90 － 7.8 6.4 5.7

(参考)持分法投資損益 2025年3月期 1百万円 2024年3月期 4百万円

(2)連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年3月期 51,106 30,256 59.2 4,634.46

2024年3月期 49,499 28,235 57.0 4,324.67

(参考)自己資本 2025年3月期 30,256百万円 2024年3月期 28,235百万円

(3)連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年3月期 3,804 △2,825 △1,260 8,578

2024年3月期 3,906 △2,668 △1,380 8,719

2．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年3月期 － － － 70.00 70.00 457 22.3 1.7

2025年3月期 － － － 80.00 80.00 522 23.9 1.8

2026年3月期(予想) － － － 80.00 80.00 23.7

3．2026年3月期の連結業績予想(2025年4月1日～2026年3月31日)

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 25,000 0.4 1,550 2.6 1,650 2.9 1,100 0.0 168.49

通期 51,000 1.1 3,150 8.7 3,300 6.4 2,200 0.5 336.98



※ 注記事項

(1)期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3)発行済株式数(普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2025年3月期 6,536,445株 2024年3月期 6,536,445株

② 期末自己株式数 2025年3月期 7,809株 2024年3月期 7,587株

③ 期中平均株式数 2025年3月期 6,528,736株 2024年3月期 6,528,873株

※決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づき作成されたものであり、実際の業績はこれらの予想数値と異なる

場合があります。業績予想に関する事項につきましては、【添付資料】Ｐ５「１．（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度のわが国経済は、世界経済の減速や地政学的リスクの影響を受けつつも、企業収
益や雇用・所得環境の改善を背景に、内需主導で緩やかな回復基調を維持しました。しかしなが
ら、物価上昇の継続や個人消費の伸びの鈍化に加え、ウクライナ情勢の長期化、ガザ地区における
停戦合意崩壊の危機、米国大統領交代による従来からの政策の変更など、世界情勢の不確実性の高
まりは、依然として日本経済の先行きに不透明感をもたらしており、成長の下振れリスクを抱える
不安定な状況が続いております。

このような環境下、当社グループは、お客様の多様なニーズに対応した高品質な物流サービスの

提供を通じて、収益性の向上に努めてまいりました。国内物流事業においては、物流施設の拡充投

資に注力し事業基盤の強化を図るとともに、国際物流事業においてもグループ内の連携を強化し、

グローバルに展開する代理店との協業を推進することで新規受注の獲得に注力いたしました。これ

らの取り組みの結果、国内物流事業では保管・入出庫の取扱いが堅調に推移し、国際物流事業では

輸出車両の海上輸送取扱いが増加したことなどにより、両事業ともに増収増益を達成いたしまし

た。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は504億５千２百万円（前期比39億３千２百万円の増収、

8.5％増）、営業利益は28億９千８百万円（前期比２億３千万円の増益、8.7％増）、経常利益は31

億１百万円（前期比１億１千３百万円の増益、3.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は21

億８千８百万円（前期比１億３千９百万円の増益、6.8％増）となりました。

当社グループのセグメント別の業績は、次のとおりであります。

セグメント別事業内容および売上高

セグメント 主要な事業内容
当 期
(百万円)

前 期
(百万円)

前期比増減

金額(百万円) 比率 (％)

国内物流事業
倉庫保管、倉庫荷役、流通加工、
陸上運送

28,475 27,119 1,355 5.0

国際物流事業
国際運送取扱、航空運送取扱、通
関、港湾作業

22,926 20,249 2,677 13.2

セグメント間
内部売上高

△950 △848 △101 －

合 計 50,452 46,520 3,932 8.5

国内物流事業

国内物流事業におきましては、倉庫業は昨年稼働した東扇島流通センターと本牧埠頭流通センタ

ーの物流施設拡充が寄与したことにより保管・入出庫の取扱いが増加し、売上高は87億６千３百万

円（前期比12.1％増）となりました。一方、流通加工業は取扱個数が増加したものの、出荷件数の

減少により、売上高は69億３千８百万円（前期比0.6％減）となりました。陸上運送業は、自動車

運送・配送ともに取扱量は減少しましたが、一部料金の見直しにより、売上高は116億３千万円

（前期比1.7％増）となりました。

以上の結果、国内物流事業の売上高は284億７千５百万円（前期比13億５千５百万円の増収、5.0

％増）、営業利益は29億７千５百万円（前期比２千６百万円の増益、0.9％増）となりました。

国際物流事業

国際物流事業におきましては、国際運送取扱業は複合一貫輸送とプロジェクト貨物の取扱いが減

少しましたが、輸出車両の海上輸送取扱いの増加、並びに、コンテナ運賃の期中での一時的な上昇

もあり、売上高は198億１千６百万円（前期比15.5％増）となりました。航空運送取扱業は、輸出

入ともに取扱いは減少しましたが、北米向け危険物緊急輸送の取扱いが寄与し、売上高は12億６千

７百万円（前期比10.7％増）となりました。一方、港湾作業は、船内荷役、沿岸荷役とも取扱いが
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減少し、売上高は18億４千３百万円（前期比5.4％減）となりました。

以上の結果、国際物流事業の売上高は229億２千６百万円（前期比26億７千７百万円の増収、

13.2％増）、営業利益は16億３千８百万円（前期比３億４千６百万円の増益、26.8％増）となりま

した。



ケイヒン㈱(9312) 2025年３月期 決算短信

4

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して16億７百万円増加し511億

６百万円となりました。この要因は、主に新倉庫開設に伴い固定資産が10億９千２百万円増加した

ことによるものであります。

一方、負債合計は、前連結会計年度末と比較して４億１千４百万円減少し208億５千万円となり

ました。この要因は、主に営業未払金や借入金が減少したことによるものであります。

純資産合計は、利益剰余金の増加及びその他の包括利益累計額の増加により、前連結会計年度末

と比較して20億２千１百万円増加し302億５千６百万円となりました。

純資産の増加及び借入金の減少により、自己資本比率は、前連結会計年度末の57.0％から59.2％

へ上昇し、借入金依存度は、前連結会計年度末の16.8％から15.2％へ低下しました。

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

自己資本比率（％） 51.2 55.0 57.0 59.2

借入金依存度（％） 23.0 20.3 16.8 15.2

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産

借入金依存度：借入金残高（社債含む）／総資産

各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが38億

４百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが28億２千５百万円の支出、財務活動による

キャッシュ・フローが12億６千万円の支出となり、これらに現金及び現金同等物に係る換算差額

（１億３千９百万円の増加）を加え、全体では１億４千１百万円の減少となり、現金及び現金同等

物の期末残高は、85億７千８百万円となりました。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益31

億７千１百万円、減価償却費による資金留保20億２千３百万円等がありましたが、法人税等の

支払による支出８億２千３百万円等により、38億４百万円の収入となりました。

前期（39億６百万円の収入）との比較では、１億１百万円の収入の減少となりました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得26億８千４

百万円、賃借施設への敷金支払い１億４千２百万円等により、全体では28億２千５百万円の支

出となりました。

前期（26億６千８百万円の支出）との比較では、１億５千７百万円の支出の増加となりまし

た。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、新倉庫建設に伴う長期借入

金の収入等がありましたが、一方で既存借入金の返済、社債の償還及び配当金の支払い等によ

り、12億６千万円の支出となりました。

前期（13億８千万円の支出）との比較では、１億１千９百万円の支出の減少となりました。
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④ キャッシュ・フロー関連指標の推移

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） 2.3 1.7 2.0 1.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 53.4 75.0 60.8 58.0

(注) キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しております。

（４）今後の見通し

今後の景気動向につきましては、長引く地政学的緊張や資源価格の高止まりによる物価上昇、更

には米国の政策動向など、先行きは不透明で予断を許さない状況にあります。物流業界において

は、国際面は米中間における貿易摩擦の激化によるサプライチェーンの不安定化が懸念されてお

り、国内ではトラックドライバーを中心とした労働力不足への対応など、当社グループの業績にも

影響を及ぼすことが懸念されます。

当社は、引き続きグループ内の連携を強化することで顧客ニーズに対応した質の高いサービスを

提供することにより、新規顧客の獲得と安定的な貨物取扱いの確保に努めるほか、国内外の有力拠

点への施設拡充も視野に入れつつ、生産性の向上を図ることで、事業基盤の強化に努めてまいりま

す。

２０２５年度につきましては、下記のとおりの基本方針および事業戦略のもと、事業活動を推進

してまいります。

（基本方針）

① 国内物流事業の収益力向上

② 海外・国際物流事業の拡大と基盤強化

③ グループ経営の基盤強化

（主な事業戦略）

① 高機能物流への取組みによる収益力向上

・国内施設の拡充・高度化を通じて食品・医療分野の取扱拡大を図り、収益向上を目指しま

す。

・ＡＩ・ロボティクス導入による高付加価値物流を提供し、省人化と業務効率化を推進しま

す。
・物流拠点の見直し・最適化による配送の効率化および、積載率の向上に取り組みます（神戸

地区に新規拠点の神戸西流通センターを開設）。

② 海外・国際物流事業の拡大と基盤強化

・グローバルに展開する代理店との更なる連携強化で、国際物流事業の拡大を図ります。

・現地法人においては、高機能な物流センター運営と国内外輸送の提供を通じて事業基盤の強

化を図ります。

・国際物流の新規開発営業部門を新設し、現地法人にも繋がる新規取扱いの拡大を図り、グル

ープ全体の収益向上を目指します。

③ グループ経営の基盤強化

・グローバルに活躍できる人財育成や強固な財務体質を構築するとともに、事業基盤の拡大に

向け必要な投資も行い、グループ経営の強化に取り組みます。

・リスク管理、コンプライアンスの徹底、ガバナンスの強化に焦点を置き、経営基盤を強化し

ます。
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・徹底的なコスト管理、働き方改革についてＤＸを活用し、効率的な労働環境の実現に取り組

みます。

・モーダルシフトや共同配送の推進、再生可能エネルギーの導入などを通じて、環境負荷を低

減し、持続可能な社会の実現に貢献します。

２０２５年度の連結業績の見通しにつきましては、売上高５１０億円、営業利益３１億円、経常

利益３３億円、親会社株主に帰属する当期純利益２２億円を見込んでおります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

① 利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題として位置づけており、将来における

企業の成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保を確保しつつ、安定的に配当を行

うことを基本方針としております。

② 当期の剰余金の配当

当期の剰余金の配当につきましては、１株につき８０円の配当とさせていただく予定でありま

す。

③ 次期の剰余金の配当

次期の剰余金の配当につきましては、業績見通し等を勘案し、１株につき８０円の配当とさせ

ていただく予定であります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社および連結子会社１４社、関連会社１社により構成されており、当社を中心

に各社が相互に連携して国内物流事業、国際物流事業およびこれらに付帯する業務を行っており、連

結子会社および関連会社の多くは、当社の物流事業に関連する実作業・実運送を担当しております。

当社グループの物流事業の系統図は、次のとおりであります。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは日本基準により連結財務諸表を作成しております。なお、国際会計基準の適用につ

きましては、国内外の諸情勢を踏まえ、検討を進めていく方針であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,420 9,461

受取手形及び営業未収金 4,684 4,504

電子記録債権 219 383

その他 974 1,471

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 15,293 15,817

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2 49,287 ※2 54,663

減価償却累計額 △37,213 △38,479

建物及び構築物（純額） 12,073 16,183

機械装置及び運搬具 3,083 3,080

減価償却累計額 △2,610 △2,708

機械装置及び運搬具（純額） 472 372

工具、器具及び備品 2,221 2,295

減価償却累計額 △1,954 △1,967

工具、器具及び備品（純額） 267 328

土地 ※2 6,809 ※2 6,809

リース資産 1,435 1,527

減価償却累計額 △730 △800

リース資産（純額） 705 727

建設仮勘定 3,167 36

有形固定資産合計 23,496 24,457

無形固定資産

借地権 977 977

その他 305 262

無形固定資産合計 1,282 1,239

投資その他の資産

投資有価証券 ※1、※2 8,258 ※1、※2 8,303

繰延税金資産 188 187

その他 1,005 1,139

貸倒引当金 △41 △45

投資その他の資産合計 9,410 9,585

固定資産合計 34,189 35,282

繰延資産

社債発行費 15 7

繰延資産合計 15 7

資産合計 49,499 51,106
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 3,124 2,943

短期借入金 ※2 3,142 ※2 2,808

1年内償還予定の社債 940 240

リース債務 233 261

未払法人税等 379 640

その他 1,999 2,089

流動負債合計 9,819 8,982

固定負債

社債 520 280

長期借入金 ※2 3,714 ※2 4,450

リース債務 547 542

繰延税金負債 995 1,015

役員退職慰労引当金 1,062 1,137

退職給付に係る負債 2,449 2,253

長期前受金 966 966

資産除去債務 743 771

その他 445 449

固定負債合計 11,444 11,867

負債合計 21,264 20,850

純資産の部

株主資本

資本金 5,376 5,376

資本剰余金 4,415 4,415

利益剰余金 15,163 16,895

自己株式 △14 △14

株主資本合計 24,941 26,672

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,981 2,926

為替換算調整勘定 265 532

退職給付に係る調整累計額 46 125

その他の包括利益累計額合計 3,293 3,583

純資産合計 28,235 30,256

負債純資産合計 49,499 51,106
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高 46,520 50,452

売上原価

作業費 30,402 32,672

人件費 5,453 5,667

賃借料 3,100 3,690

減価償却費 1,550 1,927

その他 1,342 1,411

売上原価合計 41,847 45,369

売上総利益 4,672 5,082

一般管理費 ※1 2,004 ※1 2,183

営業利益 2,668 2,898

営業外収益

受取利息 44 44

受取配当金 210 246

受取補償金 89 －

その他 69 64

営業外収益合計 415 355

営業外費用

支払利息 64 65

為替差損 2 69

社債発行費償却 10 7

その他 16 10

営業外費用合計 94 152

経常利益 2,988 3,101

特別利益

投資有価証券売却益 38 117

固定資産売却益 ※2 0 ※2 0

特別利益合計 39 118

特別損失

固定資産処分損 ※3 24 ※3 43

投資有価証券評価損 － 3

特別損失合計 24 47

税金等調整前当期純利益 3,002 3,171

法人税、住民税及び事業税 937 1,072

法人税等調整額 15 △90

法人税等合計 953 982

当期純利益 2,049 2,188

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 2,049 2,188
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当期純利益 2,049 2,188

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,917 △55

為替換算調整勘定 208 266

退職給付に係る調整額 60 78

その他の包括利益合計 ※1 2,185 ※1 290

包括利益 4,235 2,478

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 4,235 2,478

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,376 4,415 13,571 △14 23,349

当期変動額

剰余金の配当 △457 △457

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,049 2,049

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－

当期変動額合計 － － 1,592 △0 1,592

当期末残高 5,376 4,415 15,163 △14 24,941

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,064 57 △13 1,107 24,456

当期変動額

剰余金の配当 － △457

親会社株主に帰属す

る当期純利益
－ 2,049

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

1,917 208 60 2,185 2,185

当期変動額合計 1,917 208 60 2,185 3,778

当期末残高 2,981 265 46 3,293 28,235
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,376 4,415 15,163 △14 24,941

当期変動額

剰余金の配当 △457 △457

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,188 2,188

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－

当期変動額合計 － － 1,731 △0 1,731

当期末残高 5,376 4,415 16,895 △14 26,672

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,981 265 46 3,293 28,235

当期変動額

剰余金の配当 － △457

親会社株主に帰属す

る当期純利益
－ 2,188

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△55 266 78 290 290

当期変動額合計 △55 266 78 290 2,021

当期末残高 2,926 532 125 3,583 30,256
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,002 3,171

減価償却費 1,648 2,023

投資有価証券売却損益（△は益） △38 △117

投資有価証券評価損益（△は益） － 3

固定資産売却損益（△は益） △0 △0

固定資産処分損益（△は益） 24 43

雑収入 △34 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △40 △86

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 73 75

受取利息及び受取配当金 △255 △290

支払利息 64 65

売上債権の増減額（△は増加） △461 15

仕入債務の増減額（△は減少） 184 △208

その他 763 △298

小計 4,935 4,401

利息及び配当金の受取額 253 289

利息の支払額 △64 △68

法人税等の支払額 △1,245 △823

法人税等の還付額 26 5

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,906 3,804

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △70 △129

投資有価証券の売却による収入 100 249

定期預金の預入による支出 △93 △746

定期預金の払戻による収入 9 625

固定資産の取得による支出 △2,500 △2,684

固定資産の売却による収入 0 0

貸付けによる支出 △1 △1

貸付金の回収による収入 129 1

投融資による支出 △287 △142

投融資の回収による収入 46 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,668 △2,825

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △331 △210

リース債務の返済による支出 △234 △265

長期借入れによる収入 2,110 1,900

長期借入金の返済による支出 △1,562 △1,286

社債の発行による収入 393 －

社債の償還による支出 △1,300 △940

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △456 △458

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,380 △1,260

現金及び現金同等物に係る換算差額 117 139

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △24 △141

現金及び現金同等物の期首残高 8,743 8,719

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 8,719 ※1 8,578
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更に関する注記)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）等

を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

(表示方法の変更)

（連結損益計算書）

前連結会計年度において一括表示していた「営業外収益」の「受取利息及び配当金」は、金額

的重要性が増加したため、当連結会計年度より「受取利息」（当連結会計年度44百万円）と「受

取配当金」（当連結会計年度246百万円）に区分掲記しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度において、「営業外収益」の「受取利息及び配当金」に表示してい

た255百万円は、「受取利息」44百万円、「受取配当金」210百万円として組替えております。
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(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 14社

なお、名称は「２．企業集団の状況」に記載しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

ケイヒン マルチトランス（シャンハイ）カンパニー リミテッド ほか1社

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社2社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合

う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数 1社

なお、名称は「２．企業集団の状況」に記載しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

ケイヒン マルチトランス（シャンハイ）カンパニー リミテッド

ケイヒン マルチトランス（ベトナム）カンパニー リミテッド

エヴェレット (インディア) プライベート リミテッド

(持分法を適用しない理由)

持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 持分法適用会社の決算日は、2024年12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日の財務諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

決算日が連結決算日と異なる連結子会社の数 4社

ケイヒン マルチトランス（シンガポール）プライベート リミテッド

ケイヒン マルチトランス（ホンコン）リミテッド

ケイヒン エヴェレット フォワーディング カンパニー インク

エヴェレット スティームシップ コーポレーション

上記連結子会社の決算日は、いずれも2024年12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同決算日の財務諸表を使用しております。ただし、2025年１月１日から2025年３月31日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ロ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

時価法

ハ 棚卸資産

貯蔵品

先入先出法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

ａ 建物及び構築物および工具・器具及び備品のうちコンピュータ機器

定額法

ｂ 上記以外の有形固定資産

主に定率法

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法によっております。

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

ａ ソフトウエア

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

ｂ 上記以外の無形固定資産

定額法

ハ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 役員退職慰労引当金

当社および主要な連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結

会計年度末要支給額を計上しております。
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(5) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当社は当連結会計年度末における退職

給付債務に基づき、当連結会計年度末において発生している額を計上しております。また、国内連

結子会社は簡便法により期末要支給額の100％を計上しております。

イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。

ロ 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、

翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ハ 過去勤務費用の処理方法

過去勤務費用は従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、費

用処理することとしております。

(6) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下のとおりです。

①国内物流事業

国内物流に関わる様々なサービスを顧客へ提供しており、そのうち倉庫保管、倉庫荷役、流通

加工業は、一時点で充足する履行義務であると判断し、作業完了時に収益を認識しております。

他方、陸上運送業については、一定期間にわたって充足する履行義務であると判断し、運送期間

に応じた進捗把握に基づき収益を認識しております。なお、取引の対価は履行義務を充足してか

ら主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

②国際物流事業

国際物流に関わる様々なサービスを顧客へ提供しており、そのうち海貨・通関業務、港湾作業

は一時点で充足する履行義務であると判断し、作業完了時に収益を認識しております。他方、海

上運送業・航空運送業については、一定期間にわたって充足する履行義務であると判断し、運送

期間に応じた進捗把握に基づき収益を認識しております。なお、取引の対価は履行義務を充足し

てから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約

については振当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特

例処理によっております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

ハ ヘッジ方針

為替変動リスクを回避する目的で個別取引ごとに為替予約を行っており、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップを実需の範囲内で利用しております。なお、投機目的のた

めのデリバティブ取引は行わない方針であります。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

デリバティブ取引の実行にあたり、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件がほぼ一致し

ており、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動等を相殺することができることを確認し

ております。

また、振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は発生連結会計年度の期間費用として処理しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

投資有価証券(株式) 136百万円 148百万円

※２ 担保資産および担保に係る債務

担保に供している資産および担保に係る債務は次のとおりであります。

担保に供している資産

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

建物及び構築物 9,029百万円 （ 4,133百万円) 8,582百万円 （ 3,903百万円)

土地 5,836 （ 4,347 ) 6,456 （ 4,347 )

投資有価証券 84 （ － ) 107 （ － )

合計 14,951 （ 8,480 ) 15,146 （ 8,250 )

担保に係る債務

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 1,194百万円 （ －百万円) 1,081百万円 （ －百万円)

長期借入金 3,660 （ － ) 4,393 （ － )

合計 4,854 （ － ) 5,474 （ － )

上記のうち(内書)は工場財団抵当、港湾運送事業財団抵当ならびに当該債務を示しております。
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(連結損益計算書関係)

※１ 一般管理費のうち、主要な費目および金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

役員報酬 409百万円 447百万円

給与手当 374 378

役員退職慰労引当金繰入額 75 75

退職給付費用 18 15

貸倒引当金繰入額 0 －

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

機械装置及び運搬具 0百万円 0百万円

※３ 固定資産処分損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

建物及び構築物 23百万円 41百万円

ソフトウェア － 1

工具、器具及び備品 1 0

機械装置及び運搬具 0 0

電話加入権 0 －

計 24 43

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 2,771百万円 129百万円

組替調整額 △35 △113

税効果調整前 2,736 15

税効果額 △818 △70

その他有価証券評価差額金 1,917 △55

為替換算調整勘定

当期発生額 208百万円 266百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 61百万円 109百万円

組替調整額 26 5

税効果調整前 87 115

税効果額 △26 △36

退職給付に係る調整額 60 78

その他の包括利益合計 2,185百万円 290百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,536,445 － － 6,536,445

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,547 40 － 7,587

(変動事由の概要)

増減数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加 40株

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2023年5月22日

取締役会
普通株式 457 70.0 2023年3月31日 2023年6月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2024年5月20日

取締役会
普通株式 利益剰余金 457 70.0 2024年3月31日 2024年6月28日

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,536,445 － － 6,536,445

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,587 222 － 7,809

(変動事由の概要)

増減数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加 222株

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2024年5月20日

取締役会
普通株式 457 70.00 2024年3月31日 2024年6月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2025年5月20日

取締役会（予定）
普通株式 利益剰余金 522 80.00 2025年3月31日 2025年6月30日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金 9,420百万円 9,461百万円

預入期間が３カ月を超える
定期預金

△701 △882

現金及び現金同等物 8,719 8,578

２ 重要な非資金取引の内容

重要な資産除去債務の計上額

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

重要な資産除去債務の計上額 743百万円 27百万円

(賃貸等不動産関係)

当社では、神奈川県横浜市その他の地域において、賃貸用の施設を有しております。

前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は256百万円（賃貸収益は売上高に、

主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は267百万円（賃貸収益は売上高に、

主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額および期中増減額ならびに連結決算日における

時価および当該時価の算定方法は以下のとおりであります。
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 2,613 2,556

期中増減額 △57 0

期末残高 2,556 2,556

期末時価 3,240 3,241

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加は賃貸用倉庫等の改修22百万円であり、主な減少は減価償却

費73百万円であります。当連結会計年度の主な増加は賃貸用倉庫等の改修72百万円であり、主な減少は減価

償却費75百万円であります。

３．時価の算定方法

期末時価は、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を合理的に調整した金額であります。
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報

が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定

期的に検討を行なう対象となっているものです。

当社グループは倉庫、流通加工、陸上運送、国際運送、航空運送、港湾作業等からなる

物流事業を展開しており、サービス別にセグメントを設定し、倉庫、流通加工、陸上運送

等を「国内物流事業」とし、国際運送、航空運送、港湾作業を「国際物流事業」としてお

ります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されております事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は営

業利益ベースの数値であり、セグメント間の内部売上高は市場実勢価格に基づいておりま

す。

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）
(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)1

合計
(注)2

国内物流事業 国際物流事業 計

売上高

外部顧客への売上高 26,380 20,139 46,520 － 46,520

セグメント間の内部
売上高又は振替高

738 109 848 △848 －

計 27,119 20,249 47,369 △848 46,520

セグメント利益 2,949 1,291 4,241 △1,573 2,668

セグメント資産 27,398 9,681 37,079 12,419 49,499

その他の項目

減価償却費 1,498 91 1,589 58 1,648

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,550 80 2,631 26 2,658

(注) １ 調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△1,573百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費

用△1,572百万円であります。全社費用は、主として報告セグメントに帰属しない一般管理

費用であります。

(2) セグメント資産の調整額12,419百万円には、セグメント間取引消去△1,325百万円、全社部

門に対する債権の相殺消去△82百万円、各報告セグメントに配分していない全社資産13,826

百万円が含まれております。

(3) 有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額26百万円には、各セグメントに配分し

ていない全社部門の建物の設備投資額等が含まれております。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）
(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)1

合計
(注)2

国内物流事業 国際物流事業 計

売上高

外部顧客への売上高 27,641 22,810 50,452 － 50,452

セグメント間の内部
売上高又は振替高

833 116 950 △950 －

計 28,475 22,926 51,402 △950 50,452

セグメント利益 2,975 1,638 4,613 △1,714 2,898

セグメント資産 28,631 10,522 39,154 11,952 51,106

その他の項目

減価償却費 1,871 101 1,973 49 2,023

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,749 168 2,917 14 2,932

(注) １ 調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△1,714百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費

用△1,716百万円であります。全社費用は、主として報告セグメントに帰属しない一般管理

費用であります。

(2) セグメント資産の調整額11,952百万円には、セグメント間取引消去△1,380百万円、全社部

門に対する債権の相殺消去△61百万円、各報告セグメントに配分していない全社資産13,394

百万円が含まれております。

(3) 有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額14百万円には、各セグメントに配分し

ていない全社部門の建物の設備投資額等が含まれております。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(関連情報)

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の売上高が、連結会社の売上高の合計に占める割合が90％を超えるため、地域に関する

情報の記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略し

ております。
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の売上高が、連結会社の売上高の合計に占める割合が90％を超えるため、地域に関する

情報の記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略し

ております。

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 4,324.67円 4,634.46円

１株当たり当期純利益 313.90円 335.26円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 2,049 2,188

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

2,049 2,188

普通株式の期中平均株式数(株) 6,528,873 6,528,736

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 28,235 30,256

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円)

(うち新株予約権) － －

(うち非支配株主持分) － －

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 28,235 30,256

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

6,528,858 6,528,636

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


